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輪文内容の要旨
本研究は、既成市街地において良好な環境を保全することを目的に、住民が自発的に発意し、合意形成
を経て締結される住民発意型建築協定を取り上げ、締結実態や住民の取り組みを調査分析し、その特性や
締結上の障害を明らかにし、住民の主体性による建築協定の締結・運営がより効果的に行えるための社会
的支援策についての知見をえることを目的としている。論文は8草で構成され、第 l寧「序論」では、研
究の背景と目的、関連する既往の研究、研究の方法、用語の定義について述べるとともに、建築協定制度
の沿革について説明している。
第 I部第2章では、全l到の住宅地における建築協定の締結状況及び住民発意型の状況を考察L、住宅地
の協定が三大都市圏を中心に1978年以降全体的に用加していること、住民発意型も増加傾向にあり、全体
の2割を占めていることを明らかにしている。また神戸市の近郊住宅地を対象に、比較的良好な住宅地の
一人協定型と住民発意型の締結要因について考察し、一人協定型では締結要因が開発事業主側と行政側の
それぞれに存在すること、住民発意型の場合は住宅地域の性環境特性が大きく影響することを指摘すると
ともに、協定締結を図りやすい地区の諸条件を明らかにしている。第3章では、協定締結によって住環境
全体の水準向上に効果が高いこと、協定内容に含まれない事項においても効果を上げていること、また
f居住者の環境への関心の向上』という副次的な効果があることを指摘している.建築協定の問題点につ
いては、①全員合意要件、②協定内存、③運営委員会の活動と協定違反、④居住者の協定に対する意識、
の4点について考察し、合意率が80-90%でも効果が高く、協定違反が生まれていないこと等、問題点を
改善するための知見を示すとともに、住民発意型の優位'陀を明らかにしている。
第1部第4章では、住民発意型の特性として、一人協定型に見られる画一性がなく、地位の状況に応じ
て必要な制限内容にしぼり、小規模な範囲が多いこと、また地区内の共同住宅の建設や敷地の分割が締結
動機の大部分を占めること、昭和40年代以降の比較的良好な大・中規模の計画的郊外住宅地の場合と、都
市中心部にある用途混夜の既成市街地で、比較的小規模な住宅地の場合の二つが多くみられることを明ら
かにしている。第5章では、住民発意型に対する住民の取り組みと障害について述べている。特に、協定
を締結するまでの合意づくりの過程で重要となる協定に否定的な人の回答を整理分析し、協定手続きに関
する事項、コミュニティに関する事項、不動産活用に関する問題、の三つの阻害要因があり、中でも最大
の問題は土地利用の制限についてであること、を論じている。
第11I部第6章では、住民発意型に対する行政支援状況から、合意率の緩和策や連絡協議会の設立などの
施策が大きな効果をあげ、支援が横橋的な自治体ほど住民発意型の協定が多く結ばれており、住民による
協定の普及に結びついていることを明らかにしている。第7章では、大阪府枚方市の建築協定のコンサル
タント派遣制度を事例として、専門家派遣の効果と問題点を考察している。制度は総体的で有効で、専門
??? ?
家としてのコンサルタントの意見が大いに役立ち、協定の締結をスムーズにしたこと等プラス効果を明ら
かにしている。
第8章「結論Jでは、第2章から第7章で明らかになった主要な事項をまとめ、得られた知見をふまえ
て、住民発意型建築協定の今後の活用方策ゃあり方について論じている。
論文審査の結果の要旨
建築協定には、新しい住宅地開発において開発主体が宅地分譲前に協定を決め、協定付きで販売するい
わゆる「一人協定」と、既成市街地において住民が自発的に発意して結ぼれるものとがあるが、本研究は
後者の形態を住民発意型建築協定と呼び、この形態に注目して、住民の自発性による協定の締結と通営が
より効果的に行えるための社会的支援策を考察しょとしている。
本論文は8輩からなる。まず第 l章では研究の背景と目的をiLベ、建築協定制度の沿革を説明し、既往
研究を概観している。第2章は協定締結の全国的な状況を地区計画と比較し、全国の協定地l買の地域特性、
協定内容を明らかにするとともに、締結要因を型別に比較し分析している。一人協定型の締結要因が開発
事業主体側と行政側にそれぞれ存在するという事情があるのに対して、住民発意、型は住宅地の住環焼特性
に大きく影響されるという全く異なる事情の存在サることを指摘するとともに、住民発恵型の優位性が生
じる基盤を浮かび上がらせている。
第3章、第4章では協定の効果と問題点、住民発意型の特質が考察されている。住民発意型の場合、協
定締結の効果は協定に含まれない内容にも及び、住環境水準の全般的向上をもたらしていること、一人協
定に比べて必ずしも協定事項が多くないが、違反が少なく、協定運常のレベルも高いことなど住民発意烈
の優位性が明らかにされ、その!京凶が、当初から協定の与えられている一人協定型と異なり、住民の発，意
から始まるその主体性にあることを解明している。協定の問題点の分析は、それぞれの地区事情の深い考
察が加えられて問題点の指摘がなされ、改善策を考えるための知見を示している。
第5草では住民が協定締結を発想してから締結に至るまでの活動と締結後の運営、更新における取り組
みを丹念に分析し、住民サイドから見た締結及び運営上の障害を考察している。協定に否定的な住民のヒ
ヤリングなどを通じて協定阻害要因を分析し、協定手続き上の事項、内民のコミュニティ形成に関する事
項、土地の活同制限に関する事項の三点が巾心的な要因であることを明らかにし、これらの阻宮要因を克
服するための具体的対策に資する知見を提示している。
第6章では自治体が行っている行政施策と行政の住民支援を分析し、続く第7章では自治体の支援策の
一つである専門家の派遣制度について見ている。この分析でまず自治体の協定に対する対応の強弱が住民
の意欲や協定の普及に大いに影響していることを明らかにしている。専門家派遣については経験が浅いこ
とから改善点がいくつか指摘されるが、総体的にこの制度が有効であることを確認している。本論文で明
らかにしている自治体施策に関する知見は今後の協定締結促進にとって大いに寄与するものと言える.
以上本論文は住民の協同の取り組みで結ぼれる建築協定について丹念な調査を行い、その全容を解明し、
社会的な支援策について考察を行って有益な知見を得ている。建築協定に関する研究は一人協定を扱った
ものは見られるが、住民発意型については2、3のケーススタデイが散見される程度で、全国的な調査を
踏まえた本格的な考察は貝られず、本論文はこの分野の研究に重要な成果を加えたものと評価できる。よ
って本研究を行った著者は博士(学術)の学位を授与されるに値すると認められる。
-48-
